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1．ファンドの目的・特色

1

信託財産の成長を図ることを目的として、積極的な運用を行います。

ファンドの目的

ファンドの特色

資金動向、市況動向等によっては、上記の運用ができない場合があります。

主として日本を含む世界の株式に投資を行い、信託財産の成長を図ることを
目的として、積極的な運用を行います。
●株式には、ＤＲ（預託証券）もしくは株式と同等の投資効果が得られる権利を表示する証券および
証書等（以下「ＤＲ等」といいます。）を含みます。
●株式のほかに、日本を含む世界の不動産投資信託（REIT）にも投資する場合があります。
●株式（ＤＲ等を含みます。）の組入比率は、原則として高位を維持します。
●外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行いません。

日本を含む世界の株式のうち、主として、eコマース（電子商取引）＊をはじめ
とした、新たな消費関連サービスの成長から恩恵を受けると判断される消費
関連企業の株式に投資を行います。
●当ファンドでは、「消費サービス」と「消費インフラ」の視点から、これらの企業の株式に投資
します。

消費サービス企業

消費者にモノやサービスの売買・予約等を提供する企業。
例えば、オンラインショッピング・オークション・各種予約サイトの運営やオンライン
販売等を行う企業を指します。

消費インフラ企業

※上記は現時点での例示であり、今後変更となる可能性があります。
＊当ファンドでは、インターネット等を通じて商品やサービスの売買を行うことをｅコマース（電子商取引）といいます。

消費サービスの仕組みを提供する企業。
例えば、安全で便利なオンラインショッピングを可能にする決済システム・物流・輸送
等のサービスを提供する企業を指します。

1
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1．ファンドの目的・特色

2

主な投資制限
●株式への投資割合には、制限を設けません。
●外貨建資産への投資割合には、制限を設けません。
●投資信託証券（上場投資信託証券を除きます。）への投資割合は、信託財産の純資産総額の５％以下と

します。
●デリバティブ取引の利用はヘッジ目的に限定します。
●1発行体等あたりの株式等、債券等およびデリバティブ等の信託財産の純資産総額に対する比率は、

原則として、それぞれ10％、合計で20％以内とします。

分配方針
年1回の決算時（毎年7月20日（休業日の場合は翌営業日））に、繰越分を含めた経費控除後の配当等
収益および売買益（評価益を含みます。）等の全額を対象として、委託会社が基準価額水準、市況動向等
を勘案して、分配金額を決定します。
※将来の分配金の支払いおよびその金額について保証するものではありません。
※分配金額は、分配方針に基づいて委託会社が決定します。あらかじめ一定の額の分配をお約束するもの
ではありません。分配金が支払われない場合もあります。

ポートフォリオの構築にあたっては、ボトムアップで個別銘柄のファンダメンタルズ
分析を行い、利益成長性、バリュエーション等を勘案して組入銘柄を選定します。
●銘柄選定にあたっては、アセットマネジメントOneの海外運用拠点（アセットマネジメントOne Ｕ.Ｓ.Ａ.・

インク、アセットマネジメントOne インターナショナル・リミテッド、アセットマネジメントOne 
シンガポール・プライベート・リミテッド）の投資助言を活用します。

3

運用プロセス

委託会社独自の分類により、「消費サービス企業」「消費
インフラ企業」の銘柄を抽出します。

個別銘柄のバリュエーションや流動性等を勘案して、
ポートフォリオを構築します。

各国の消費関連市場の動向を参考にしながら、ボトム
アップで個別銘柄のファンダメンタルズ分析を行い、
利益成長性、ビジネスモデル、財務内容等を勘案して
組入候補銘柄を選定します。

世界（日本を含む先進国・新興国）の株式

スクリーニング

eコマースをはじめとした
消費関連銘柄

ファンダメンタルズ分析

組入候補銘柄

組入銘柄

ポートフォリオ構築

資金動向、市況動向等によっては、上記の運用ができない場合があります。
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3

2．投資リスク

※基準価額の変動要因は、上記に限定されるものではありません。

基準価額の変動要因

株価変動リスク
株式の価格は、国内外の政治・経済・社会情勢の変化、発行企業の業績・経営状況の変化、市場の需給関係などの
影響を受け変動します。株式市場や当ファンドが投資する企業の株価が下落した場合には、その影響を受け当ファンド
の基準価額が下落する要因となります。また、新興国株式は、一般に先進国株式に比べ株価変動が大きくなる傾向
があるため、基準価額が大きく下がる場合があります。なお、当ファンドは特定の産業（テーマ）に属する企業へ
重点的に投資するため、幅広い業種や銘柄に分散投資を行うファンドと比較して、基準価額の変動が大きくなる
可能性があります。

不動産投資信託証券（REIT）の価格変動リスク
REITの価格は、REITが投資対象とする不動産等の価値、当該不動産等による賃貸収入の増減、不動産市況の
変動、景気や金利・株式市況等の動向、関係法令・規制等の変更などの影響を受けます。また、老朽化・災害などの
発生による保有不動産の滅失・損壊等が発生する可能性があります。当ファンドが投資するREITの市場価格が
下落した場合には、当ファンドの基準価額が下落する要因となります。

為替変動リスク
為替相場は、各国の政治情勢、経済状況等の様々な要因により変動し、外貨建資産の円換算価格に影響をおよ
ぼします。組入外貨建資産について原則として為替ヘッジを行わないため為替変動の影響を受けます。このため
為替相場が当該組入資産の通貨に対して円高になった場合には、保有外貨建資産が現地通貨ベースで値上がり
した場合でも基準価額が下落する可能性があります。

信用リスク
有価証券等の価格は、その発行体に債務不履行等が発生または予想される場合には、その影響を受け変動します。
当ファンドが投資する株式の発行者が経営不安・倒産に陥った場合、当ファンドが投資するREITが収益性の悪化
や資金繰り悪化等により清算される場合、またこうした状況に陥ると予想される場合等には、投資した資産の価格
が下落したりその価値がなくなることがあり、基準価額が下落する要因となります。

流動性リスク
有価証券等を売却または取得する際に市場規模や取引量、取引規制などにより、その取引価格が影響を受ける場合
があります。一般に市場規模が小さい場合や取引量が少ない場合には、市場実勢から期待できる価格どおりに取引
できないことや、値動きが大きくなることがあり、基準価額に影響をおよぼす要因となります。新興国の株式・REIT
に投資する場合、先進国の株式・REITに比べ流動性リスクが大きくなる傾向があります。

カントリーリスク
投資対象国・地域の政治経済情勢、通貨規制、資本規制、税制、また取引規制などの要因によって資産価格や通貨価
値が大きく変動する場合があります。海外に投資する場合には、これらの影響を受け、当ファンドの基準価額が下
落する要因となります。当ファンドが投資を行う通貨や株式の発行者が属する新興国の経済状況は、先進国経済と
比較して一般的に脆弱である可能性があります。そのため、当該国のインフレ、国際収支、外貨準備高等の悪化など
が為替市場や株式市場におよぼす影響は、先進国以上に大きいものになることが予想されます。さらに、政府当局
による海外からの投資規制や課徴的な税制、海外への送金規制などの種々な規制の導入や政策の変更等の要因
も為替市場や株式市場に著しい影響をおよぼす可能性があります。

当ファンドは、値動きのある有価証券等（外貨建資産には為替変動リスクもあります。）に投資します
ので、ファンドの基準価額は変動します。これらの運用による損益はすべて投資者のみなさまに帰属
します。したがって、投資者のみなさまの投資元本は保証されているものではなく、基準価額の下落
により、損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。
また、投資信託は預貯金と異なります。

みらい生活_交付_1708.indd   3 2017/08/07   13:22



4

2．投資リスク

リスクの管理体制
委託会社では、運用担当部署から独立したコンプライアンス・リスク管理担当部署が、運用リスクを把握、管理し、
その結果に基づき運用担当部署へ対応の指示等を行うことにより、適切な管理を行います。また、運用担当部署
から独立したリスク管理担当部署が、ファンドの運用パフォーマンスについて定期的に分析を行い、結果の評価を
行います。リスク管理に関する委員会等はこれらの運用リスクの管理状況、運用パフォーマンス評価等の報告を
受け、総合的な見地から運用状況全般の管理・評価を行います。

その他の留意点
●当ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。
●有価証券の貸付等においては、取引相手先の倒産等による決済不履行リスクを伴います。
●収益分配金に関する留意点として、以下の事項にご留意ください。
●収益分配は、計算期間中に発生した運用収益（経費控除後の配当等収益および売買益（評価益を含みます。））
を超えて行われる場合があります。したがって、分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率
を示すものではありません。
●受益者の個別元本の状況によっては、分配金の全額または一部が、実質的には元本の一部払戻しに相当する
場合があります。個別元本とは、追加型投資信託を保有する受益者毎の取得元本のことで、受益者毎に異なり
ます。
●分配金は純資産総額から支払われます。このため、分配金支払い後の純資産総額は減少することとなり、
基準価額が下落する要因となります。計算期間中の運用収益以上に分配金の支払いを行う場合、当期決算日
の基準価額は前期決算日と比べて下落することになります。

※リスク管理体制は、今後変更になることがあります。
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＊有価証券届出書提出日現在、分配金再投資基準価額およびファンドの
年間騰落率はありません。

該当事項はありません。

ファンド：有価証券届出書提出日現在、運用実績はありません。
代表的な資産クラス：2012年6月～2017年5月

＊上記期間の各月末における直近１年間の騰落率の平均値・最大値・
最小値を、ファンドおよび代表的な資産クラスについて表示し、ファンド
と代表的な資産クラスを定量的に比較できるように作成したものです。

＊全ての資産クラスがファンドの投資対象とは限りません。

2．投資リスク

ファンドの年間騰落率および分配金再投資基準価額の推移 ファンドと他の代表的な資産クラスとの年間騰落率の比較

＊各資産クラスの指数
　日 本 株・・・東証株価指数（TOPIX）（配当込み）
　先進国株・・・MSCIコクサイ・インデックス（配当込み、円ベース）
　新興国株・・・MSCIエマージング・マーケット・インデックス（配当込み、円ベース）
　日本国債・・・NOMURA-BPI国債
　先進国債・・・シティ世界国債インデックス（除く日本、円ベース）
　新興国債・・・JPモルガンGBI-EMグローバル・ディバーシファイド（円ベース）
　（注）海外の指数は為替ヘッジなしによる投資を想定して、円換算しております。

●「東証株価指数（TOPIX）」は、東京証券取引所第一部に上場されているすべての株式の時価総額を指数化したものです。同指数は、株式会社東京
証券取引所（㈱東京証券取引所）の知的財産であり、指数の算出、指数値の公表、利用など同指数に関するすべての権利は、㈱東京証券取引所が
有しています。

●「MSCIコクサイ・インデックス」は、MSCI Inc.が開発した株価指数で、日本を除く世界の主要先進国の株価指数を、各国の株式時価総額をベースに
合成したものです。同指数に関する著作権、知的財産権その他一切の権利はMSCI Inc.に帰属します。また、MSCI Inc.は同指数の内容を変更する
権利および公表を停止する権利を有しています。

●「MSCIエマージング・マーケット・インデックス」は、MSCI Inc.が開発した株価指数で、新興国の株価指数を、各国の株式時価総額をベースに合成
したものです。同指数に関する著作権、知的財産権その他一切の権利はMSCI Inc.に帰属します。また、MSCI Inc.は同指数の内容を変更する権利
および公表を停止する権利を有しています。

●「NOMURA-BPI国債」は、野村證券株式会社が国内で発行された公募利付国債の市場全体の動向を表すために開発した投資収益指数です。同指数の
知的財産権その他一切の権利は野村證券株式会社に帰属します。なお、野村證券株式会社は、同指数の正確性、完全性、信頼性、有用性を保証する
ものではなく、ファンドの運用成果等に関して一切責任を負いません。

●「シティ世界国債インデックス（除く日本）」は、シティグループ・インデックスLLCが開発した債券指数で、日本を除く世界主要国の国債で構成され
ている時価総額加重平均指数です。同指数に関する著作権等の知的財産その他一切の権利はシティグループ・インデックスLLCに帰属します。

●「JPモルガンGBI-EMグローバル・ディバーシファイド」は、J.P.モルガン・セキュリティーズ・エルエルシーが公表している新興国の現地通貨建ての国債
で構成されている時価総額加重平均指数です。同指数に関する著作権等の知的財産その他一切の権利はJ.P.モルガン・セキュリティーズ・エルエル
シーに帰属します。また、同社は同指数の内容を変更する権利および公表を停止する権利を有しています。

＜参考情報＞
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3．運用実績

○委託会社のホームページ等で運用状況を開示することを予定しています。

基準価額・純資産の推移

主要な資産の状況

年間収益率の推移

分配の推移

該当事項はありません。 該当事項はありません。

該当事項はありません。

※当ファンドにはベンチマークはありません。

該当事項はありません。

有価証券届出書提出日現在、当ファンドの運用実績はありません。
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お申込みメモ

4．手続・手数料等

購入・換金申込受付の
中止および取消し

金融商品取引所等における取引の停止、外国為替取引の停止、決済機能の停止、その他やむを得ない
事情があるときは、購入・換金のお申込みの受付を中止することおよびすでに受付けた購入・換金の
お申込みの受付を取り消す場合があります。

信 託 期 間 2027年7月20日まで（2017年9月7日設定）

購 入 単 位 販売会社が定める単位（当初元本1口＝1円）

購 入 価 額 当初申込期間：1口当たり1円
継続申込期間：購入申込受付日の翌営業日の基準価額（基準価額は1万口当たりで表示しています。）

購 入 代 金 販売会社が定める期日までにお支払いください。

換 金 単 位 販売会社が定める単位

購 入 の 申 込 期 間
当初申込期間：2017年8月28日から2017年9月6日まで
継続申込期間：2017年9月7日から2018年10月19日まで
※申込期間は上記期間終了前に有価証券届出書を提出することにより更新されます。

換 金 制 限 信託財産の資金管理を円滑に行うため、大口の換金請求に制限を設ける場合があります。

繰 上 償 還

次のいずれかに該当する場合には、受託会社と合意の上、信託契約を解約し、当該信託を終了（繰
上償還）することがあります。
・信託契約を解約することが受益者のために有利であると認める場合
・受益権口数が10億口を下回ることとなった場合
・やむを得ない事情が発生した場合

運 用 報 告 書 ファンドの決算時および償還時に交付運用報告書を作成し、販売会社を通じて交付します。

課 税 関 係
課税上は株式投資信託として取り扱われます。
公募株式投資信託は税法上、少額投資非課税制度および未成年者少額投資非課税制度の適用
対象です。
配当控除および益金不算入制度の適用はありません。

決 算 日 毎年7月20日（休業日の場合は翌営業日）

公 告 原則として、電子公告の方法により行い、委託会社のホームページ（http://www.am-one.co.jp/）
に掲載します。

収 益 分 配
年1回の毎決算日に、収益分配方針に基づいて収益分配を行います。
※お申込コースには、「分配金受取コース」と「分配金再投資コース」があります。ただし、販売会社
によっては、どちらか一方のみの取扱いとなる場合があります。詳細は販売会社までお問い
合わせください。

信 託 金 の 限 度 額 5,000億円

換 金 価 額 換金申込受付日の翌営業日の基準価額

換 金 代 金 原則として換金申込受付日から起算して6営業日目からお支払いします。

申 込 締 切 時 間
当初申込期間：販売会社の営業時間中とします。
継続申込期間：原則として営業日の午後3時までに販売会社が受付けたものを当日分のお申込み

とします。

購入・換金申込不可日
以下のいずれかに該当する日には、購入・換金のお申込みの受付を行いません。
・ニューヨーク証券取引所の休業日　・ロンドン証券取引所の休業日
・ニューヨークの銀行の休業日　　　・ロンドンの銀行の休業日
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4．手続・手数料等

ファンドの費用
投資者が直接的に負担する費用

ありません。
投資者が信託財産で間接的に負担する費用

ファンドの費用・税金

購 入 時 手 数 料

信託財産留保額

運 用 管 理 費 用
（ 信 託 報 酬 ）

そ の 他 の 費 用・
手 数 料

ファンドの日々の純資産総額に対して年率1.404％～年率1.728％（税抜1.30％～税抜1.60％）

その他の費用・手数料として、お客様の保有期間中、以下の費用等を信託財産からご負担いただきます。
・組入有価証券等の売買の際に発生する売買委託手数料
・信託事務の処理に要する諸費用
・外国での資産の保管等に要する費用
・監査法人等に支払うファンドの監査にかかる費用　　　等
監査費用は毎日計上され、毎計算期間の最初の6ヵ月終了日（休業日の場合は翌営業日）および毎計算
期末または信託終了のとき、その他の費用等はその都度ファンドから支払われます。
※これらの費用等は、定期的に見直されるものや売買条件等により異なるものがあるため、事前に
料率・上限額等を示すことができません。

信託報酬＝運用期間中の基準価額×信託報酬率
※運用管理費用（信託報酬）は、毎日計上され、毎計算期間の最初の6ヵ月終了日（休業日の場合は翌
営業日）および毎計算期末または信託終了のときファンドから支払われます。
※運用管理費用（信託報酬）の配分は、ファンドの純資産総額に応じて、以下の通りとします。

※委託会社の信託報酬には以下の通り、当ファンドの投資顧問会社に対する報酬が含まれます。

※上記手数料等の合計額、その上限額については、購入金額や保有期間等に応じて異なりますので、あらかじめ表示することができません。
※上場不動産投資信託（REIT）は市場の需給により価格形成されるため、上場不動産投資信託（REIT）の費用は表示しておりません。

購入価額に、3.24％（税抜3.00％）を上限として、販売会社が別に定める手数料率を乗じて得た額と
なります。
購入時手数料は、商品や投資環境の説明および情報提供等、ならびに購入に関する事務手続き等に
かかる費用の対価として、販売会社に支払われます。

委託会社信託報酬税込
500億円以下の部分
年率1.728％
（税抜1.60％）
500億円超の部分
年率1.404％
（税抜1.30％）

販売会社

運用管理費用（信託報酬）の配分（税抜）

受託会社

0.78％ 0.78％ 0.04％

0.63％ 0.63％ 0.04％

主な役務

信託財産の運用、目論
見書等各種書類の作成、
基準価額の算出等の
対価

購入後の情報提供、交付
運用報告書等各種書類
の送付、口座内でのファ
ンドの管理等の対価

運用財産の保管・管理、
委託会社からの運用
指図の実行等の対価

ファンドの
純資産総額

アセットマネジメントOne
Ｕ.Ｓ.Ａ.・インク

500億円以下の部分

アセットマネジメントOne
インターナショナル・

リミテッド

投資顧問会社に対する報酬
アセットマネジメントOne
シンガポール・プライベート・

リミテッド

年率0.090％ 年率0.036％ 年率0.019％

500億円超の部分 年率0.072％ 年率0.029％ 年率0.015％

ファンドの
純資産総額
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4．手続・手数料等

●税金は表に記載の時期に適用されます。
●以下の表は、個人投資者の源泉徴収時の税率であり、課税方法等により異なる場合があります。

税金

時期 項目 税金

分配時 所得税および地方税

所得税および地方税

配当所得として課税
普通分配金に対して20.315％

換金（解約）時
および償還時

譲渡所得として課税
換金（解約）時および償還時の差益（譲渡益）に対して20.315％

※上記は2017年5月末現在のものです。
※少額投資非課税制度「愛称：ＮＩＳＡ（ニーサ）」および未成年者少額投資非課税制度「愛称：ジュニアＮＩＳＡ（ジュニアニーサ）」をご利用の
場合、毎年、一定額の範囲で新たに購入した公募株式投資信託などから生じる配当所得および譲渡所得が一定期間非課税となります。
ご利用になれるのは、販売会社で非課税口座を開設するなど、一定の条件に該当する方が対象となります。詳しくは、販売会社にお問い
合わせください。
※法人の場合は上記とは異なります。
※税法が改正された場合等には、税率等が変更される場合があります。税金の取扱いの詳細については、税務専門家等にご確認されること
をお勧めします。
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メ　モ

（当ページは目論見書の内容ではありません。）
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